
【地方公共団体における単独保育施策について】

現行通知

（注３) 付近に特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業等がない等やむを得ない事由により、特定教育・保育施設又は特定
地域型保育事業以外の場で適切な保育を行うために実施している、
① 国庫補助事業による認可化移行運営費支援事業及び幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業で保育されてい
る児童

② 地方公共団体における単独保育施策（いわゆる保育室・家庭的保育事業に類するもの）において保育されている児童
③ 特定教育・保育施設として確認を受けた幼稚園又は確認を受けていないが私学助成、就園奨励費補助の対象となる幼
稚園であって一時預かり事業（幼稚園型）又は預かり保育の補助を受けている幼稚園を利用している児童

④ 企業主導型保育事業で保育されている児童
については、本調査の待機児童数には含めないこと。

（注７）他に利用可能な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業等があるにも関わらず、特定の保育所等を希望し、保護者の
私的な理由により待機している場合には待機児童数には含めないこと。

※ 他に利用可能な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業等とは、
(1)～(2) （略）
(3) 特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業以外の場で適切な保育を行うために実施している、国庫補助事業による認可
化移行運営費支援事業及び幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業の対象となっている施設

(4) 地方公共団体における単独保育施策（いわゆる保育室・家庭的保育事業に類するもの）の対象となっており、市町村子ど
も・子育て支援事業計画の提供体制確保に規定されている施設（保護者の保育ニーズに対応していることが利用者支援事業
等の実施により確認できている場合）

取扱いについて

○ 待機児童数調査における待機児童数に含めないこととしている「地方公共団体における単独
保育施策」は、どのような保育施策とするか。

⇒ 保育の質を確保する観点から、地方公共団体が一定の施設等の基準に基づき運営費支援等を
行っている単独保育施策（保育所、小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、
事業所内保育事業に類するもの）としてよいか。
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